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● 本内容は、法令および当社定款第15条に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.nichimo.co.jp/）に掲載しているものです。

● 本内容は、会計監査人および監査等委員会が監査報告を作成する際に行った監査の対象に
含まれております。
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連 結 注 記 表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 17社
主要な連結子会社の名称 西日本ニチモウ㈱、

ノールイースタントロールシステムズ INC.
当連結会計年度にサンアラワS.A.の株式を譲渡したため、
連結の範囲より除いております。

（2）主要な非連結子会社の名称 トーエイ㈱
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、総資産の合計額、売上高の合計額、当期純損益の額及び利益剰余金の
額等のうち持分に見合う額の合計額がいずれも少額であり、全体としても連結計算書類
に重要な影響を及ぼしていないためであります。

2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社の数及び主要な会社等の名称

関連会社 ３社 日本サン石油㈱、日本測器㈱、日本船燈㈱
（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の主要な会社等の名称

①非連結子会社 トーエイ㈱
②関連会社 アサヒテックス㈱
（持分法の適用範囲から除いた理由）
持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社はそれぞれ当期純損益(持分に見合う額)
及び利益剰余金(持分に見合う額)等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体として重要
性がないため持分法の適用範囲から除いております。

（3）持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項
持分法を適用している会社のうち、決算日が異なる会社については、当該会社の事業年
度に係る計算書類を使用しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうちノールイースタントロールシステムズINC.、ニチモウインターナショナ
ルINC.の決算日は、2月末日であります。連結計算書類の作成に当たっては、連結決算日
との差異が3ヶ月以内であるため、当該連結子会社の決算日現在の計算書類を使用してお
ります。ただし、連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な
調整を行っております。
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4. 会計方針に関する事項
（1）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券
時価のあるもの………………期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定しております。)

時価のないもの………………移動平均法による原価法によっております。
②デリバティブ
時価法
③たな卸資産
主として総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの
方法により算定)によっております。

（2）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）
定率法(ただし、一部の連結子会社は定額法)によっております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び平成28
年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については定額法によっており
ます。
なお、主な耐用年数は以下の通りであります。
建物及び構築物 ２年～50年
機械装置及び運搬具 ４年～17年
船舶 ３年～20年
②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。
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（3）引当金の計上基準
①貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率によって計
上しております。
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を
計上しております。
②投資損失引当金
投資の損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必要とみられ
る額を計上しております。
③賞与引当金
従業員の賞与支払に備えるため、当連結会計年度の負担すべき支給見込額を計上して
おります。

④役員退職慰労引当金
子会社において、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年
度末要支給額を計上しております。

（4）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①繰延資産の処理方法
社債発行費
社債償還期間にわたり、定額法で償却しております。
②ヘッジ会計の方法
（イ）ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。
なお、為替予約については、振当処理の要件を満たしている場合は、振当処理を
行っております。
金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理によ
っております。

（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）
為替予約取引・通貨オプション取引 外貨建債権・債務及び外貨建予定取引
金利スワップ取引 借入金利息

― 3 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年05月24日 18時50分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



（ハ）ヘッジ方針
当社の内部規程である「市場リスク管理規程」に基づき為替変動リスク及び金利変
動リスクをヘッジすることとしております。

（ニ）ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ手段との重要な条件が同一であり、相場変動、キャッシュ・フロー変動を完
全に相殺するものと想定することができるため、有効性の判断は省略しております。

③のれんの償却方法及び償却期間
のれんは、実質的判断による償却期間を見積もり、その見積年数で均等償却しております。

④退職給付に係る会計処理の方法
（イ）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に
帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

（ロ）数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（主として12年）による定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

（ハ）小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付
に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用し
ております。

⑤消費税等の会計処理
税抜方式によっております。
⑥連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

5. 表示方法の変更
（1）「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年2月16
日）に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第5号
平成30年3月26日）を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資そ
の他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

（2）連結損益計算書
前連結会計年度において、「営業外費用」に独立掲記しておりました「貸倒引当金繰入
額」及び「シンジケートローン手数料」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結
会計年度より「営業外費用」の「その他」に含めております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 11,337百万円
2. 有形固定資産の減損損失累計額 12百万円
3. 取得価額から直接減額している圧縮記帳額

建 物 及 び 構 築 物 19百万円
機械装置及び運搬具 57百万円
土 地 135百万円

4. 担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

現 金 及 び 預 金 300百万円
建 物 及 び 構 築 物 346百万円
土 地 595百万円
投 資 有 価 証 券 5,297百万円

計 6,538百万円
（2）担保に係る債務

短 期 借 入 金 6,100百万円
一年内返済長期借入金 3,341百万円
長 期 借 入 金 7,784百万円

計 17,226百万円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数
普通株式 3,787,400株

2. 配当に関する事項
（1）配当金支払額
決 議 株式の種類 配当金の総額

（百万円）
１株当たりの
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

平成30年５月11日
取締役会 普通株式 170 50.00 平成30年３月31日 平成30年６月29日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たりの
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

令和元年5月10日
取締役会 普通株式 利益剰余金 170 50.00 平成31年3月31日 令和元年6月28日
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3. 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の
目的となる株式の種類及び数
普通株式 99,600株

（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に水産加工及び販売事業等を行うための調達資金計画に照らし
て、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しております。一時的な余資は安
全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達してお
ります。
デリバティブのうち、為替予約取引及び通貨オプション取引は成約額又は個別取引の
成約見積額の範囲内に限定しており、金利スワップ取引は必要な範囲内としておりま
す。なお、後述するリスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針で
あります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
外貨建の営業債権は、為替の変動リスクに晒されていますが、原則として為替予約取引
を利用してヘッジしております。
投資有価証券は、主に取引先企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リス
クに晒されております。
取引先企業等に対する長期貸付金は、貸付先の信用リスクに晒されております。
更に、在外子会社株式の譲渡先に対する長期貸付金は、回収について為替の変動リスク
及びサンアラワS.A.の事業リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であり
ます。
外貨建の営業債務は、為替の変動リスクに晒されていますが、原則として為替予約取引
及び通貨オプション取引を利用してヘッジしております。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、社債及び長期借入金
は設備投資等に係る資金調達です。
このうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されていますが、原則とし
て金利スワップ取引を利用してヘッジしております。
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（3）金融商品に係るリスク管理体制
営業債権及び営業債務の管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行ってお
り、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高
い金融機関とのみ取引を行っています。
投資有価証券については、定期的に時価や取引先企業の財務状況等を把握し、保有状況
を見直しております。
在外子会社株式の譲渡先に対する長期貸付金については、譲渡先の事業計画の進捗状況
の把握及び長期貸付金の回収計画と回収実績との比較等を行うことにより、回収懸念の
早期把握を行い、取締役会に報告しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算
定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる
ため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
平成３１年３月３１日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこ
れらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難
と認められるものは、次表には含まれておりません（(注2)参照）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

（1）現金及び預金 6,091 6,091 ―
（2）受取手形及び売掛金 16,897 16,895 △ 1
（3）投資有価証券

その他有価証券 6,465 6,465 ―
（4）長期貸付金 3,847

貸倒引当金（*1） △ 3,302
544 544 △ 0

（5）破産更生債権等 1,038
貸倒引当金（*1） △ 996

41 41 ―
（6）長期預金 27 26 △ 0

資産 計 30,067 30,065 △ 2
（1）支払手形及び買掛金 13,704 13,704 ―
（2）短期借入金 14,819 14,819 ―
（3）社 債 2,180 2,180 0
（4）長期借入金 13,884 13,884 0

負債 計 44,588 44,589 0
デリバティブ取引（*2） △ 0 △ 0 ―

（*1）個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権･債務は純額で表示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
（1）現金及び預金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。
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（2）受取手形及び売掛金
短期間で決済されるものについて、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。
長期間で決済されるものについて、時価は将来キャッシュ・フローを当社の長期借入平
均調達金利で割り引いて算定する方法によっております。

（3）投資有価証券
時価について、株式は取引所の価格によっております。

（4）長期貸付金
時価は将来キャッシュ・フローを国債の利回りに信用スプレッドを上乗せした利率で割
り引いて算定する方法によっております。
一部の取引先企業に対する長期貸付金及び在外子会社株式の譲渡先に対する長期貸付金
については、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算
日における連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、
当該価額をもって時価としております。

（5）破産更生債権等
担保等による回収見込額に基づいて貸倒見積額を算定しているため、時価は連結貸借対
照表価額から貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該金額をもって時価として
おります。

（6）長期預金
長期預金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の預金に預入れを行った場合
に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負 債
（1）支払手形及び買掛金並びに（2）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

（3）社債並びに（4）長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を同様の調達を行った場合に想定される利率
で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引
時価は取引先金融機関から提示された価額に基づき算定しております。

（注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額4,517百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ
シュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められる
ため、「（3）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。
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（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 4,310円13銭
2. １株当たり当期純損失 790円04銭

(その他の注記)
企業結合等関係
共通支配下の取引等
１.子会社株式の追加取得
（1）取引の概要

①結合当事企業の名称及びその事業の内容
名 称：サンアラワS.A.（San Arawa S.A.)
事業内容：水産物および水産加工品の製造・販売
②企業結合日
平成31年2月1日（みなし取得日は平成31年2月28日）
③企業結合の法的形式
非支配株主からの株式取得
④結合後企業の名称
変更ありません。
⑤その他取引の概要に関する事項
追加取得した株式の議決権比率は20％であり、当該取引によりサンアラワS.A.（San
ArawaS.A.)を当社の完全子会社といたしました。

（2）実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年9月13日）及び「企業
結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10
号 平成25年9月13日）に基づき、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引
として処理しております。

（3）子会社株式を追加取得した場合に掲げる事項
被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価：現金 32百万円
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（4）非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項
①資本剰余金の主な変動要因
子会社株式の追加取得
②非支配株主との取引によって減少した資本剰余金及び利益剰余金の金額
32百万円

２. 子会社株式の追加取得
（1）取引の概要

①結合当事企業の名称及びその事業の内容
名 称：サンアラワS.A.（San Arawa S.A.)
事業内容：水産物および水産加工品の製造・販売
②企業結合日
平成31年3月1日（みなし取得日は平成31年2月28日）
③企業結合の法的形式
前渡金の現物出資による株式取得（デット・エクイティ・スワップ）
④結合後企業の名称
変更ありません。
⑤その他取引の概要に関する事項
当社は、財務体質の改善を目的とした同社の増資をデット・エクイティ・スワップに
よる方法で引き受けております。

（2）実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年9月13日）及び「企業
結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10
号 平成25年9月13日）に基づき、共通支配下の取引等として処理しております。

（3）子会社株式を追加取得に関する事項
被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現物出資の対象となる債権の額面総額 4,387百万円

現物出資の対象となる債権に対する貸倒引当金 －百万円
取得原価 4,387百万円
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事業分離
３. 子会社株式の売却
（1）事業分離の概要

①分離先企業の名称
ペスカマールホールディングAS（Pescamar Holding AS)
②分離した事業の内容
名 称：サンアラワS.A.（San Arawa S.A.)
事業内容：水産物および水産加工品の製造・販売
③事業分離を行った主な理由
当社は、平成25年にすり身の安定確保をはかる目的からサンアラワS.A.を連結子会社
といたしましたが、その後の大幅なインフレとアルゼンチンペソの下落の継続等によ
り同社は債務超過となり回復が困難な状況となりましたので、今般、同社株式をペス
カマールホールディング社に譲渡することといたしました。
④事業分離日
平成31年3月1日（みなし譲渡日は平成31年2月28日）
⑤法的形式を含むその他取引の概要に関する事項
受取対価を現金等の財産のみとする株式譲渡

（2）実施した会計処理の概要
①移転損益の金額及び会計処理
移転損益の金額 －百万円
　移転損益は、受取対価の種類が長期貸付金であり、ペスカマールホールディング
ASを仲介してサンアラワS.A.と仕入取引を継続して行っており、移転先との間に重要
な継続的関与が認められることから、認識しておりません。なお、サンアラワS.A.の
連結除外に伴い生じた為替換算調整勘定の実現分である1,627百万円を関係会社株式
売却損として計上しております。
②受取対価の種類
長期貸付金
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③移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳
流 動 資 産 1,479百万円
固 定 資 産 978百万円
資 産 合 計 2,458百万円
流 動 負 債 273百万円
固 定 負 債 －百万円
負 債 合 計 273百万円
上記の帳簿価額は、デット・エクイティ・スワップ実施後の金額を記載しております。

（3）分離した事業が含まれていた報告セグメント
食品事業セグメント

（4）当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額
売上高 3,477百万円
営業利益 181百万円

（5）その他
　受取対価の長期貸付金3,774百万円につきましては個別に回収可能性を検討し、貸倒
引当金繰入額3,266百万円を特別損失として計上しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

子会社及び関連会社株式
移動平均法による原価法によっております。
その他有価証券
時価のあるもの…………………期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの…………………移動平均法による原価法によっております。
（2）デリバティブ

時価法
（3）たな卸資産

商品…………………………………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下による簿価切下げの方法により算定）によっており
ます。

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び平成28年４
月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下の通りであります。
建物 ２年～50年
機械及び装置 ４年～17年
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（2）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間（５年）に
基づく定額法によっております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。

3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率によって計上
しております。
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計
上しております。

（2）投資損失引当金
投資の損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必要とみられる
額を計上しております。

（3）賞与引当金
従業員の賞与支払に備えるため、当事業年度の負担すべき支給見込額を計上しております。

（4）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（12年）による按分額（定額法）を翌事業年度より費用処理することとしております。

（5）関係会社事業損失引当金
関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該関係会社の財政状態等を勘案し、必要と
認められる額を計上しております。
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4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）繰延資産の処理方法

社債発行費
社債償還期間にわたり、定額法で償却しております。

（2）ヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理によっております。
なお、為替予約については、振当処理の要件を満たしている場合は、振当処理を行っ
ております。
金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理によって
おります。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）
為替予約取引・通貨オプション取引 外貨建債権・債務及び外貨建予定取引
金利スワップ取引 借入金利息
③ヘッジ方針
当社の内部規程である「市場リスク管理規程」に基づき為替変動リスク及び金利変動
リスクをヘッジすることとしております。
④ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ手段との重要な条件が同一であり、相場変動、キャッシュ・フロー変動を完全
に相殺するものと想定することができるため、有効性の判断は省略しております。

（3）消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

（4）連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

（5）退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこ
れらの会計処理の方法と異なっております。
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5. 表示方法の変更
（1）「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年2月16
日）に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第5
号 平成30年3月26日）を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資
その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

（2）損益計算書
前事業年度において、「営業外費用」に独立掲記しておりました「貸倒引当金繰入額」
は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「営業外費用」の「その他」に
含めております。

（貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 5,132百万円
2. 有形固定資産の減損損失累計額 2百万円
3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
（1）関係会社に対する短期金銭債権 2,759百万円
（2）関係会社に対する長期金銭債権 －百万円
（3）関係会社に対する短期金銭債務 1,676百万円
（4）関係会社に対する長期金銭債務 －百万円
4. 担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

現 金 及 び 預 金 300百万円
建 物 67百万円
土 地 422百万円
投 資 有 価 証 券 5,297百万円
計 6,086百万円

（2）担保に係る債務
短 期 借 入 金 5,800百万円
一年内返済長期借入金 2,960百万円
長 期 借 入 金 7,740百万円
計 16,500百万円
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5. 保証債務
他の会社の金融機関からの借入金及び商品仕入債務に対し、保証を行っております。
はねうお食品㈱ 1,330百万円
㈱ニチモウマリカルチャー 948百万円
ニチモウインターナショナル INC. 761百万円

（6,800,000米ドル）
西日本ニチモウ㈱ 690百万円
㈱博多っ子本舗 600百万円
ニチモウフーズ㈱ 450百万円
㈱ビブン 400百万円
北海道ニチモウ㈱ 355百万円
ニチモウバイオティックス㈱ 100百万円
㈱ニチモウワンマン 50百万円
㈱ヤマイチ水産 5百万円

計 5,692百万円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
1. 関係会社に対する売上高 10,765百万円
2. 関係会社からの仕入高 8,763百万円
3. 関係会社との営業取引以外の取引高 839百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当期末日における自己株式の数
普通株式 374,216株
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）
貸 倒 引 当 金 1,303百万円
賞 与 引 当 金 78百万円
退 職 給 付 引 当 金 165百万円
固 定 資 産 評 価 損 203百万円
税務上の繰越欠損金 796百万円
そ の 他 897百万円
繰 延 税 金 資 産 小 計 3,444百万円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △ 796百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △ 2,647百万円
評 価 性 引 当 額 小 計 △ 3,444百万円

繰 延 税 金 資 産 合 計 －百万円

（繰延税金負債）
固定資産圧縮積立金 6百万円
その他有価証券評価差額金 1,236百万円
繰 延 税 金 負 債 合 計 1,243百万円
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社及び関連会社等

（単位：百万円）

属 性 会社等の名称 議決権等の
所 有 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 ニチモウフーズ㈱ 所有
直接 100%

当社商品の販売及び
当社へ商品供給

水産食品の販売 4,492 売 掛 金 670
水産食品の仕入 306 買 掛 金 8

資 金 の 援 助 債 務 保 証 450 ― ―

子会社 はねうお食品㈱
所有

直接 80%
間接 20%

当社商品の販売及び
当社へ水産加工品供給

加工原料の販売 2,034 売 掛 金 531
水産加工品の仕入 643 買 掛 金 65

資 金 の 援 助 債 務 保 証 1,330 ― ―

子会社 ㈱博多っ子本舗 所有
直接 100%

当社商品の販売及び
当社へ水産加工品供給

加工原料の販売 493 ― ―
水産加工品の仕入 34 買 掛 金 4

資 金 の 援 助 債 務 保 証 600 ― ―

子会社 西日本ニチモウ㈱ 所有
直接 99.91%

当社商品の販売及び
当社へ製品供給

海洋資材商品の販売 227 売 掛 金 72
漁網製品の仕入 1,106 買 掛 金 543

資 金 の 援 助 債 務 保 証 690 ― ―

子会社 ㈱ニチモウマリカルチャー 所有
直接 100%

当社商品の販売及び
当社へ商品供給

養殖資材商品の販売 904 売 掛 金 257
養 殖 魚 の 仕 入 660 買 掛 金 1

資 金 の 援 助 債 務 保 証 948 ― ―

子会社 ㈱ ソ ー エ ー 所有
直接 100%

当社商品の販売及び
当社へ製品供給

商 品 の 販 売 129 売 掛 金 12
食 品 加 工 機 械
製 品 の 仕 入 1,790 支払手形 169

買 掛 金 41

資 金 の 借 入 資 金 の 借 入 1,200 短期借入金 500
利 息 の 支 払 1 未払費用 0

子会社 ニチモウロジスティクス㈱ 所有
直接 90%

当社商品の販売及び
当社商品の運送

商 品 の 販 売 0 ― ―
運 賃 の 仕 入 31 買 掛 金 2

資 金 の 援 助 資 金 の 貸 付 ― 短期貸付金 600
債 務 保 証 ― ― ―

子会社 ニチモウインターナショナル INC. 所有
直接 100%

当社へ商品供給 水産食品の仕入 101 買 掛 金 2
資 金 の 援 助 債 務 保 証 761 ― ―

子会社 サンアラワ S.A. 所有
直接 100%

当社商品の販売及び
当社へ水産加工品供給

海洋資材商品の販売 22 ― ―
水産加工品の仕入 2,080 ― ―

増 資 の 引 受 増 資 の 引 受 4,387 ― ―
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取引条件及び取引条件の決定方針等
1. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消費税等を含
めております。

2. 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定
しております。

3. 子会社の銀行借入等に対して債務保証を行っております。なお、保証料の受取は行っており
ません。

4. 資金の貸付・借入についての利息は、市場金利を勘案して決定しております。
5. ニチモウロジスティクス㈱の銀行借入金（478百万円）に対して債務保証を行っておりま
す。当事業年度において、当社が負担すると見込まれる損失見込額948百万円を関係会社事
業損失引当金として貸借対照表に計上しており、この結果、注記すべき債務保証金額はあり
ません。

6. 平成31年3月1日にサンアラワS.A.の全株式をグループ外部に譲渡したことに伴い、同社に
対する議決権の所有割合は0％となっております。
このため、取引金額には関連当事者であった期間の金額を記載しております。

7. サンアラワS.A.の増資の引受は、デット・エクイティ・スワップ方式による前渡金の現物出
資であります。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 2,949円77銭
2. １株当たり当期純損失 276円02銭

（その他の注記）
企業結合等関係
共通支配下の取引等
　子会社株式の追加取得につきましては、連結注記表の（その他の注記）に同一の内容を
記載しているため、注記を省略しております。

事業分離
子会社株式の売却
（1）事業分離の概要

　連結注記表の（その他の注記）に同一の内容を記載しているため、注記を省略してお
ります。
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（2）実施した会計処理の概要
①移転損益の金額及び会計処理
移転損益の金額 －百万円
　移転損益は、受取対価の種類が長期貸付金であり、ペスカマールホールディング
ASを仲介してサンアラワS.A.と仕入取引を継続して行っており、移転先との間に重要
な継続的関与が認められることから認識しておりません。
②受取対価の種類
長期貸付金
③移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳
流 動 資 産 1,479百万円
固 定 資 産 978百万円
資 産 合 計 2,458百万円
流 動 負 債 273百万円
固 定 負 債 －百万円
負 債 合 計 273百万円
上記の帳簿価額は、デット・エクイティ・スワップ実施後の金額を記載しております。

（3）分離した事業が含まれていた報告セグメント
食品事業セグメント

（4）その他
　受取対価の長期貸付金4,419百万円につきましては個別に回収可能性を検討し、貸倒
引当金繰入額3,266百万円を特別損失として計上しております。
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